様式第１

工業用水道事業届出（許可申請）書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業業法第３条第１項（第２項、附則第４項）の規定に基づき、工業用水道事業について、下記のとおり届け出（申請し）ます。

	給水区域
	

	給水能力
	立方メートル／日

	水源
	種別
	

	
	取水地点
	


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第２〔第３条・第４条〕

事　業　計　画　書
１　給水開始予定年月日

	年　　月　　月


２　給水計画

	給水先
	淡水、海水の別
	現在取水している工業用水の１日当りの量（Ａ）
	給水開始年度において取水する工業用水の１日当りの量（Ｂ）
	(B)－（A)
	計画給水量
	備考

	
	淡　水
	立方メートル／日
	立方メートル／日
	立方メートル／日
	立方メートル／日
	

	
	海　水
	
	
	
	
	

	
	淡　水
	
	
	
	
	

	
	海　水
	
	
	
	
	

	
	淡　水
	
	
	
	
	

	
	海　水
	
	
	
	
	

	
	淡　水
	
	
	
	
	

	
	海　水
	
	
	
	
	

	
	淡　水
	
	
	
	
	

	
	海　水
	
	
	
	
	

	合　計
	淡　水
	
	
	
	
	

	
	海　水
	
	
	
	
	


３　予定料金

	円／立方メートル


４　収支の見積

	[image: image1.emf]
項目
	
	年　度
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	１.　総収益(1)+(2)+(3)
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	(1) 営　　業　　収　　益
	
	
	
	
	

	
	
	料金収入
	
	
	
	
	

	
	
	
	基本料金
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他
	
	
	
	
	

	
	
	その他営業収益
	
	
	
	
	

	
	(2) 営業外収益
	
	
	
	
	

	
	
	他会計補助金
	
	
	
	
	

	
	
	その他営業外収益
	
	
	
	
	

	
	(3) 特別利益
	
	
	
	
	

	２.　総費用(1)+(2)+(3)
	
	
	
	
	

	
	(1) 営業費用
	
	
	
	
	

	
	
	人件費
	
	
	
	
	

	
	
	動力費
	
	
	
	
	

	
	
	薬品費
	
	
	
	
	

	
	
	修繕費
	
	
	
	
	

	
	
	減価償却費
	
	
	
	
	

	
	
	その他営業費用
	
	
	
	
	

	
	(2) 営業外費用
	
	
	
	
	

	
	
	支払利息
	
	
	
	
	

	
	
	その他営業外費用
	
	
	
	
	

	
	(3) 特別損失
	
	
	
	
	

	１.　－　２.
	
	
	
	
	

	企　業　債　残　高
	
	
	
	
	


備考
１
　料金収入ついては、その内訳書を添付すること。


２
　事業の変更の場合は、その変更に係るもののみを記載すること。


３
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第３

工　事　設　計　書
１　工業用水道施設の位置、規模および構造

(1)　工事計画の概要

	


(2)　工事計画

	費　目
	工　種
	名　称
	形　状
	数　量
	単　位
	金　額

	
	
	
	
	
	
	千円

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


(3)　設計図面（別紙）

(4)　設計基礎計算書（別紙）

２　浄水方法の概要および供給する工業用水の水質

	


３　配水管の末端における水圧

	最　高
	
	最　低
	


４　工事の着手および完了の予定年月日

	着　手
	年　　月　　日
	完　了
	年　　月　　日


備考
１
　事業の変更の場合は、その変更に係るもののみを記載すること。


２
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第４

給 水 区 域 に お け る 工 業 生 産 現 況 書
	業種
	出荷額
	工場数
	従業員数

	
	千円
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


備考
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第５

給 水 区 域 に お け る 工 業 用 水 使 用 現 況 書
	主要工場名
	主要製品名
	用　　　　　水　　　　　量

	
	
	淡　　　　　水
	海　水
	合　計

	
	
	自家用水
	買　　水
	小　計
	
	

	
	
	地表水
	地下水
	工業用水道
	上水道
	
	
	

	
	
	立方メートル／日
	立方メートル／日
	立方メートル／日
	立方メートル／日
	立方メートル／日
	立方メートル／日
	立方メートル／日

	
	
	
	
	
	
	
	
	


備考
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第６

工　業　用　水　道　布　設　年　次　計　画　書
	年度

費目
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	合　　計

	取水工事費
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	貯水工事費
	
	
	
	
	
	

	導水工事費
	
	
	
	
	
	

	浄水工事費
	
	
	
	
	
	

	送水工事費
	
	
	
	
	
	

	配水工事費
	
	
	
	
	
	

	用地取得
	費
	
	
	
	
	
	

	用地使用
	
	
	
	
	
	
	

	附帯雑費
	
	
	
	
	
	

	補償費
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


備考
１
　事業の変更の場合は、その変更に係るもののみを記載すること。


２
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第７

建　設　資　金　調　達　年　次　計　画　書
	年度

資金区分
	年度
	年度
	年度
	年度
	合　　計

	
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	（　　　　）


備考
１
　資金区分は、その償還条件が異なるものごとに一欄を用いて記載すること。


２
　合計欄の（　）内には、建設利息の見積額を記載すること。


３
　事業の変更の場合は、その変更に係るもののみを記載すること。


４
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第８
建　設　資　金　償　還　年　次　計　画　書
	資金区分
	（　　　　　）
	（　　　　　）
	（　　　　　）

	年次
	年度
	償還額
	（支払

利息）
	（元金

償還額）
	年度末

未済元金
	償還額
	（支払

利息）
	（元金

償還額）
	年度末

未済元金
	償還額
	（支払

利息）
	（元金

償還額）
	年度末

未済元金

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１１
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１２
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１４
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１５
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１６
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１７
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１８
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１９
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２０
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	摘　　要
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


備考
１
　建設資金（建設利息を含む。）の償還について記載すること。


２
　資金区分は、資金の償還条件が異なるものごとに一欄を用いて記載すること。


３
　摘要欄には、資金の償還条件を記載すること。


４
　事業の変更の場合は、その変更に係るもののみを記載すること。


５
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。
様式第９

工業用水道事業変更届出（許可申請）書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業業法第６条第1項（第２項）の規定に基づき、工業用水道事業の変更について、下記のとおり届け出（申請し）ます。

	
	現　　　　在
	変　　更　　後

	給水区域
	
	

	給水能力
	立方メートル／日
	立方メートル／日

	水源
	種別
	
	

	
	取水地点
	
	


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第１０

氏　名　等　変　更　届　出　書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


下記のとおり氏名（名称、住所）を変更したので、工業用水道事業法第７条の規定により届け出ます。

	変更の内容
	変更前
	
	変更後
	

	変更の理由
	
	


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第１１

事　業　承　継　届　出　書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


下記のとおり工業用水道事業者の地位を承継したので、工業用水道事業業法第８条第２項の規定により届け出ます。

	承　継　年　月　日
	年　　月　　日

	被承継人の氏名または名称および住所
	

	承　継　の　原　因
	


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第１２
事業休（廃）止届出（許可申請）書
年　　月　　日
経済産業大臣　殿
	届出（申請）者
	氏名または名称および住所
ならびに法人にあつてはそ
の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業業法第９条第1項（第２項）の規定に基づき、工業用水道事業の休（廃）止について、下記のとおり届け出（申請し）ます。
	休（廃）止年月日
	年　　月　　日

	休止の場合はその期間
	

	休（廃）止の理由
	

	休止又は廃止により、
公共の利益を阻害することのない理由
	別紙のとおり

	一部休止の場合は、その範囲
	


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。
様式第１３

給　水　開　始　届　出　書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


下記のとおり給水を開始するので、工業用水道事業業法第１３条の規定により届け出ます。

	給水開始年月日
	年　　月　　日

	施　　設
	工　　種
	名　　称
	形　　状
	数　　量
	単　　位
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


備考
１
　使用を開始する工業用水道施設の設計図面を添附すること。


２
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第１４

供給規程設定届出（許可申請）書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業業法第１７条第１項（第１７条第２項、附則第８項）の規定に基づき、供給規程の設定（供給契約の条件）について、下記のとおり届け出（申請し）ます。

	供給規程（供給契約の条件）
	別紙のとおり


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。
様式第１５〔第１０条〕
収　　支　　見　　積　　書

	給水能力
	立方メートル／日

	計算期間
	　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで


	項　　　　目
	金　　　額（千円）
	備考

	１．総収益(1)+(2)+(3)
	
	

	
	(1) 営業収益
	
	

	
	
	料金収入
	
	

	
	
	
	基本料金
	
	

	
	
	
	その他
	
	

	
	
	その他営業収益
	
	

	
	(2) 営業外収益
	
	

	
	
	他会計補助金
	
	

	
	
	その他営業外収益
	
	

	
	(3) 特別利益
	
	

	２．総費用(1)+(2)+(3)
	
	

	
	(1) 営業費用
	
	

	
	
	人件費
	
	

	
	
	動力費
	
	

	
	
	薬品費
	
	

	
	
	修繕費
	
	

	
	
	減価償却費
	
	

	
	
	その他営業費用
	
	

	
	(2) 営業外費用
	
	

	
	
	支払利息
	
	

	
	
	その他営業外費用
	
	

	
	(3) 特別損失
	
	


備考
１
　金額は、供給規程の実施後おおむね１０年度間の見込額の毎年度の平均額を記載すること。


２
　本様式の他に、様式第８を添附すること。


３
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第１６

供給規程変更届出（許可申請）書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業業法第１７条第1項（第２項）の規定に基づき、供給規程の変更について、下記のとおり届け出（認可を申請し）ます。

	変　更　の　内　容
	別紙のとおり


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第１７〔第１２条・第２４条〕

自家用工業用水道届出書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業業法第２１条第1項（附則第９項）の規定により、自家用工業用水道について下記のとおり届け出ます。

	給水先（自家用の場合は、その旨記載すること）
	

	給水能力
	（　　　　　　　）立方メートル／日

	水　　源
	種　　別
	

	
	取水地点
	

	給水開始の年月日
	年　　月　　日

	施設の位置、規模および構造
	　別図のとおり


備考
１
　給水能力欄の（　）内には、他の工業用水道または工業用水法の規定による許可井戸に係る部分を外数で記載すること。


２
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第１８〔第１２条〕

自家用工業用水道変更届出書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業業法第２１条第２項の規定により、自家用工業用水道事業に関する変更について、下記のとおり届け出ます。

	
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	氏名または名称および住所
	
	

	給水先（自家用の場合は、その旨記載すること）
	
	

	給水能力
	（　　　　）立方メートル／日
	（　　　　）立方メートル／日

	水源
	種　　　別
	
	

	
	取水地点
	
	

	施設の位置、規模および構造
	　別図のとおり
	　別図のとおり

	変更の年月日
	年　　月　　日


備考
１
　給水能力欄の（　）内には、他の工業用水道または工業用水法の規定による許可井戸に係る部分を外数で記載すること。


２
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第１９

自家用工業用水道廃止届出書

年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


下記のとおり自家用工業用水道を廃止したので、工業用水道事業法第２１条第２項の規定により届け出ます。

	廃止年月日
	年　　月　　日

	廃止の理由
	


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第２０

令第１条ただし書の規定による承認申請書
年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業法第１９条の規定による水質の測定に関し、下記の事項について測定を行わないこととしたいので、工業用水道事業法施行令第１条ただし書の規定により承認を申請します。

	測定を行わない事項
	

	その理由
	


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。
様式第２１〔第１４条〕

工業用水道事業報告書
年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業法第２３条第１項の規定により、下記のとおり報告します。

１．事業の状況

(1)　事業名

(2)　水源の種類

(3)　給水能力

	計画給水能力
	立方メートル／日

	現在給水能力
	立方メートル／日


２．給水の状況

	給　水　先　名
	業　　種
	契約水量
（立方メートル／日）
	年間給水量
（立方メートル／日）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	


３．収支の状況

	項　　　　目
	金　　　額（千円）
	備考

	１．総収益(1)+(2)+(3)
	
	

	
	(1) 営業収益
	
	

	
	
	料金収入
	
	

	
	
	
	基本料金
	
	

	
	
	
	その他
	
	

	
	
	その他営業収益
	
	

	
	(2) 営業外収益
	
	

	
	
	他会計補助金
	
	

	
	
	その他営業外収益
	
	

	
	(3) 特別利益
	
	

	２．総費用(1)+(2)+(3)
	
	

	
	(1) 営業費用
	
	

	
	
	人件費
	
	

	
	
	動力費
	
	

	
	
	薬品費
	
	

	
	
	修繕費
	
	

	
	
	減価償却費
	
	

	
	
	その他営業費用
	
	

	
	(2) 営業外費用
	
	

	
	
	支払利息
	
	

	
	
	その他営業外費用
	
	

	
	(3) 特別損失
	
	

	３．当年度純利益（１．－２．）
（又は当年度純損失）
	
	

	４．前年度繰越利益剰余金
（又は前年度繰越欠損金）
	
	

	５．当年度未処分利益剰余金
（又は当年度未処分欠損金）
	
	


４．その他

(1)　当年度末積立金残高

	項　　　　目
	金　　　額（千円）
	備考

	減債積立金残高
	
	

	利益積立金残高
	
	

	その他積立金残高
	
	


(2)　当年度末企業債残高

	項　　　　目
	金　　　額（千円）
	備考

	企業債残高
	
	


備考
１
　毎年３月３１日またはそれ以前で３月３１日にもっとも近い日に完了する事業年度の実績について記載すること。


２
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第２２〔第１４条〕

自家用工業用水道報告書
年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	届出（申請）者
	氏名または名称および住所

ならびに法人にあつてはそ

の代表者の氏名および住所
	


工業用水道事業法第２３条第２項の規定により、下記のとおり報告します。

	給水先
	　自家用の場合は、

　その旨記載すること
	年間給水量
（立方メートル／日）
	備考

	
	（　　　　　　　）
	

	
	（　　　　　　　）
	

	
	（　　　　　　　）
	

	計
	（　　　　　　　）
	


備考
１
　毎年３月３１日以前の１年間の実績について記載すること。


２
　年間給水量欄の（　）内には、他の工業用水道または工業用水法の規定による許可井戸に係る部分を外数で記載すること。


３
　用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第２３

表

	
	
	

	
	
	

	第　　　号

工業用水道事業法第２４条第２項の規定による身分証明書

職名および氏名

年　　月　　日生


年　　月　　日発行

経済産業大臣　　　　　印


	
	


裏

	工業用水道事業法抜すい

第２４条　経済産業大臣は、工業用水の供給を確保するために必要な限度において、その職員に、工業用水道施設の所在の場所又は工業用水道事業者の事務所に立ち入り、工業用水道施設、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

2
　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。

3
　第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

第３０条　次の各号の一に該当する者は、3万円以下の罰金に処する。

四
　第24条第1項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者


様式第２４
事　　業　　概　　況　　書
１　給水開始年月日

	年　　月　　日


２　給水の状況

	給　水　先
	契約給水量
	立方メー

トル／日
	給水開始年月日
	備　　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	


３　料金

	円／立方メートル


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第２５
工 業 用 水 道 施 設 状 況 書
１　工業用水道施設の位置、規模および構造

(1)　工業用水道施設の概要

	


(2)　設計図面（別紙）

２　浄水方法の概要および供給する工業用水の水質

	


３　配水管の末端における水圧

	最　高
	
	最　低
	


備考
用紙の大きさは、Ａ列４号とすること。

様式第２６
フレキシブルディスク提出票
年　　月　　日

経済産業大臣　殿

	
	氏名又は名称及び住所並びに法人にあつてはその代表者の氏名及び住所
	


工業用水道事業法（又は工業局水道事業法施行令）第　条第　項の規定による申請（、届出又は報告）に際し提出すべき書類に記載すべきこととされている事項を記録したフレキシブルディスクを以下のとおり提出いたします。

本票に添付されているフレキシブルディスクに記録された事項は、事実に相違ありません。

１．
フレキシブルディスクに記録された事項
２．
フレキシブルディスクと併せて提出される書類

備考
1．
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

2．
法令の条項については、当該申請（、届出又は報告）の適用条文名を記載すること。

3．
「フレキシブルディスクに記録された事項」の欄には、フレキシブルディスクに記録されている事項を記載するとともに、2枚以上のフレキシブルディスクを提出するときは、フレキシブルディスクごとに整理番号を付し、その番号ごとに記録されている事項を記載すること。

4．
「フレキシブルディスクと併せて提出される書類」の欄には、当該申請（、届出又は報告）の際に本票に添付されているフレキシブルディスクに記録されている事項以外の事項を記載した書類を提出する場合にあつては、その書類名を記載すること。
様式第２７
	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第３条第１項（第２項）

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】工業用水道事業届出（許可申請）書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第３条第１項（第２項）

【様式番号】００１

【給水区域】

【給水能力】

【水源】

【種別】

【取水地点】

【添付資料】

【事業計画看】

【エ事設計書】

【給水区域における工業生産現況書】

【給水区域における工業用水使用現況書】

【工業用水道布設年次計画書】

【建設資金調達年次計画書】

【建設資金償還年次計画書】

【水源選定の理由】

【水源の水量及び水質】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
1．
１行は３６字詰めとする。

2．
「【氏名又は名称】」の欄には、法人にあつては、名称を記録し、「【氏名又は名称】」の欄の次に「【代表者】」の憫を設けて、その欄に代表者の氏名を記録すること。

3．
「【住所】」の欄には、法人にあつては、その住所を記録し、「【住所】」の欄の次に「【代表者の住所】」の欄を設けて、その欄に代表者の住所を記録すること。

4．
文字は、日本産業規格Ⅹ０２０８で定められている図形文字並びにⅩ０２１１で定められている制御文字のうち「復帰」及び「改行」を用いることとし、図は用いてはならない。
ただし、「【」日本産業規格Ⅹ０２０８区点番号（以下「区点番号」という。）1－58）、「】」（区点番号1－59〕、「▲」（区点番号2－5）及び「▼」（区点番号2－7）は用いてはならない（欄名の前後に「【」（区点番号1－58）及び「】」（区点番号1－59）を、又は置き換えた文字の前後に「▲」（区点番号2－5）及び「▼」（区点番号2－7）を用いるときを除く。）。
日本産業規格Ⅹ０２０８で定められている文字以外の文字を用いようとするときは、日本産業規格Ⅹ０２０８で定められている漢字に置き換えて記録し、又はその読みを平仮名で記録し、それらの前に「▲」（区点番号2－5）、後ろに「▼」（区点番号2－7）を付すこと。


5．
「＜」、「＞」又は「＜」及び「＞」によって囲まれた欄名は、日本産業規格Ⅹ０２０１で定められている文字を用いること。

6．
文字の符号化表現は、日本産業規格Ⅹ０２０８付属書１で定められている方式を用いること。

7．
「【様式番号】」の欄には、日本産業規格Ⅹ０２０１で定められている文字を用いること。

8．
「【給水能力】」の欄には、「立方メートル／日」を単位とした数値のみを日本産業規格Ⅹ０２０１で定められている文字を用いて記録すること。

9．
「【事業計画書】」、「【工事設計書】」、「【給水区域における工業生産現況書】」、「【給水区域における工業用水使用現況書】」、「【工業用水道布設年次計画書】」、「【建設資金調達年次計画書】」及び「【建設資金償還年次計画書】」は、それぞれ様式第2から第8までに従って記録し、表中の数値については日本産業規格Ⅹ０２０１で定められている文字を用いること。

10．
「【工事設計書】」の設計図面は、フレキシブルディスクに記録せず、紙面により提出すること。

11．
その他は、様式第2から第8までの備考と同様とする。ただし、用紙の大きさに係るものは除く。
様式第２８

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第６条第１項（第２項）

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】工業用水道事業変更届出（許可申請）書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第６条第１項（第２項）

【様式番号】００９

【現在】

【給水区域】

【給水能力】

【水源】

【種別】

【取水地点】

【変更後】

【給水区域】

【給水能力】

【水源】

【種別】

【取水地点】

【添付資料】

【事業計画看】

【エ事設計書】

【給水区域における工業生産現況書】

【給水区域における工業用水使用現況書】

【工業用水道布設年次計画書】

【建設資金調達年次計画書】

【建設資金償還年次計画書】

【水源選定の理由】

【水源の水量及び水質】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
1．
「【工事設計書】」、「【給水区域における工業生産現況書】」、「【給水区域における工業用水使用現況者】」、「【工業用水道布設年次計画書】」、「【建設資金調達年次計画書】」、「【建設資金償還年次計画書】」、「【水源選定の理由】」及び「【水源の水量及び水質】」は、各々、第４条第２号から第４号までに該当する場合のみ記録すること。


2．
その他は、様式第２７の備考1.から11．までと同様とする。
様式第２９

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第７条＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】氏名等変更届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第７条

【様式番号】０１０

【変更の内容】

【変更前】

【変更後】

【変更の理由】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
様式第２７の備考1．から7．までと同様とする。

様式第３０

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第８条第２項＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】事業承継届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第８条第２項

【様式番号】０１１

【継承年月日】

【被承継人の氏名または名称及び住所】

【承継の原因】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
様式第２７の備考1．から7．までと同様とする。

様式第３１

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第９条第１項（第２項）

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】事業休（廃）止届出（許可申請）書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第９条第１項（第２項）

【様式番号】０１２

【休（廃）止年月日】

【休（廃）止の理由】

【一部休止の場合は、その範囲】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
様式第２７の備考1．から7．までと同様とする。

様式第３２

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第１３条＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】給水開始届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第１３条

【様式番号】０１３

【届出内容】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
1．
「【届出内容】」の欄には、様式第１３の表に従って記録し、表中の数値は、日本産業規格Ｘ０２０１で定められている文字を用いること。


2．
様式第１３の備考1．と同様とする。ただし、設計図面はフレシキルブルディスクに記録せず、紙面により提出すること。


3．
その他は、様式第２７の備考1.から7．までと同様とする。
様式第３３〔第２５条〕

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第１７条第１項（第２項）

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】供給規程設定届出（許可申請）書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第１７条第１項（第２項）

【様式番号】０１４

【供給規程（供給契約の条件）】

【添付資料】

【料金に関する説明書】

【収支見積書】

【建設資金償還年次計画書】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
1．
「【収支見積書】」は、様式第１５に従って記録し、表中の数値は、日本産業規格Ｘ０２０１で定められている文字を用いること。


2．
「【建設資金償還年次計画書】」は、様式第８に従って記録し、表中の数値は、日本産業規格Ｘ０２０１で定められている文字を用いること。


3．
その他は、様式第２７の備考1.から7．までと同様とする。

様式第３４〔第２５条〕

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第１７条第１項（第２項）

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】供給規程変更届出（許可申請）書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第１７条第１項（第２項）

【様式番号】０１６

【変更の内容】

【添付資料】

【料金に関する説明書】

【収支見積書】

【建設資金償還年次計画書】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
様式第３３の備考と同様とする。

様式第３５

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第２１条第１項

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】自家用工業用水道届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第２１条第１項

【様式番号】０１７

【給水先（自家用の場合は、その旨記載すること）】

【給水能力】

【水源】

【種別】

【取水地点】

【給水開始の年月日】

【施設の位置、規模及び構造】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
1．
他の工業用水道又は工業用水法の規定による許可井戸に係る部分がある場合は、「【給水能力】」の次に「【他の工業用水又は工業用水法許可部分】」の欄を設け、「【給水能力】」及び「【他の工業用水又は工業用水法許可部分】」の欄には、「立方メートル／日」を単位とした数値のみを日本産業規格Ⅹ０２０１で定められている文字を用いて記録すること。

2．
「【施設の位置、規模及び構造】」の図面は、フレキシブルディスクに記録せず、紙面により提出すること。

3．
その他は、様式第２７の備考1.から7．までと同様とする。
様式第３６

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第２１条第２項

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】自家用工業用水道変更届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第２１条第２項

【様式番号】０１８

【変更前】

【氏名または名称および住所】

【給水先（自家用の場合は、その旨記載すること）】

【給水能力】

【水源】

【種別】

【取水地点】

【施設の位置、規模および構造】

【変更後】

【氏名または名称および住所】

【給水先（自家用の場合は、その旨記載すること）】

【給水能力】

【水源】

【種別】

【取水地点】

【施設の位置、規模および構造】

【変更年月日】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
様式第３５の備考と同様とする。

様式第３７

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第２１条第２項

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】自家用工業用水道廃止届出書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第２１条第２項

【様式番号】０１９

【廃止年月日】

【廃止の理由】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
その他は、様式第２７の備考1.から7．までと同様とする。
様式第３８

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法施行令第１条

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】令第１条ただし書きの規定による承認申請書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法施行令第１条

【様式番号】０２０

【測定を行わない事項】

【その理由】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
その他は、様式第２７の備考1.から7．までと同様とする。
様式第３９〔第２５条〕
	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第２３条第１項

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】工業用水道事業報告書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第２３条第１項

【様式番号】０２１

【報告内容】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
1．
「【報告内容】」は、様式第２１に従って記録し、表中の\数値は、日本産業規格Ⅹ０２０１で定められている文字を用いること。

2．
その他は様式第２７の備考1.から7．までと同様とする。
様式第４０

	＜ＨＴＭＬ＞

＜ＨＥＡＤ＞＜ＴＩＴＬＥ＞工業用水道事業法第２３条第２項

＜／ＴＩＴＬＥ＞＜／ＨＥＡＤ＞

＜ＢＯＤＹ＞＜ＰＲＥ＞

【書類名】自家用工業用水道報告書

【提出日】

【あて先】経済産業大臣　殿

【提出者情報】

【氏名又は名称】

【住所】

【適用条文】工業用水道事業法第２３条第２項

【様式番号】０２２

【報告内容】

＜／ＰＲＥ＞＜／ＢＯＤＹ＞＜／ＨＴＭＬ＞


備考
1．
「【報告内容】」は、様式第２２に従って記録し、表中の数値は、日本産業規格Ⅹ０２０１で定められている文字を用いること。

2．
その他は、様式第２２の備考1.から2．まで及び様式第２７の備考1.から7．までと同様とする。
１２センチメートル





押出スタンプ





写　　　　真





８センチメートル








